
2025.2 日本共産党横浜市議団

横浜市政報告
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横浜市議会の構成 2025年2月12日現在

自由民主党（35人）

自由民主党（34人）

公明党（15人）

立憲民主党（12人）

日本維新の会（8人）

日本共産党（5人）

国民民主（民主フォーラム）（5人）

無所属（7人） 計86人

はじめに

各区の定数
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古谷やすひこ（団長 鶴見区選出）

こども青少年・教育委員会、大都市行財政制度特別委員会

白井まさ子（副団長 港北区選出）

建築・都市整備・道路委員会、健康・スポーツ推進特別委員会

大和田あきお（戸塚区選出）

健康福祉・医療委員会、基地対策特別委員会

宇佐美さやか(神奈川区選出)

脱炭素・ＧＲＥＥＮ×EXPO推進・みどり環境・資源循環委員会、減災対策推進特別委員会
市会運営委員会

みわ智恵美(港南区選出)

政策・総務・財政常任委員会、郊外部再生・活性化特別委員会神奈川県後期高齢者医療広域
連合議会議員

党市議団の担当 ※2025年2月12日現在
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2025年度
市予算案の特徴
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2025年度市予算案の特徴 全体
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2025年度市予算案の特徴 6つの柱



能登半島地震を受けて
2024年の予算特別委員会や本会議で

市の防災対策の課題を
明らかにし解消提案進める
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党市議団の取り組み
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４月 防災アンケート 70万枚配布

7月 横浜防災シンポ 220人

9月 防災戦略策定に当たっての提言

本会議など

2月 予算代表 防災施策の総点検と抜本的な拡充を

3月 予算総合審査 地域防災拠点について

9月 一般質問 マンションの震災対策の強化を

浸水する区役所の電源は一刻も早く2階以上に

10月 決算総合審査 地域防災拠点には電気・ガスな

どライフラインが止まっても動く空調設置を



党市議団の追及で明らかになった防災課題

【地域防災拠点が拠点になっていない】

市の459か所の地域防災拠点のうち442か所が小中学校の体育
館。しかし、想定人数に対して水や食料、毛布などの備品も全く足り
ず、空調電源やWi-Fi確保などが進んでいない。プライバシー保護を
はじめスフィア基準（難民キャンプ等の最低限の人権基準）満たして
いない。また、給食室を活用する想定がないことも明らかに。

その他…

【マンション防災対策の遅れ】
【福祉避難所が足りない】
【断水リスク、狭あい道路】
【古い基準の木造住宅の耐震補助】
【リアルな想定人数の避難訓練】
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2024年9月4日提言の申し入れ
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2025年度市予算案の特徴 防災
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2025年度市予算案の特徴 防災・備えの強化
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2025年度市予算案の特徴 防災・避難所の拡充
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2025年度市予算案の特徴 防災・避難所の拡充
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総務局 予算概要資料より

新たな横浜市地震防災戦略の原案より
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2025年度市予算案の特徴 防災・避難所の拡充
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2025年度市予算案の特徴 子育て支援 「預けやすいまち」
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2025年度市予算案の特徴 「預けやすいまち」 短時間預かり
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2025年度市予算案の特徴 「預けやすいまち」



20

2025年度市予算案の特徴 学童クラブでの昼食支援 朝居場所



21

2025年度市予算案の特徴 図書館
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2025年度市予算案の特徴 地域交通の拡充
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2025年度市予算案の特徴 地域交通の拡充 詳細
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2025年度市予算案の特徴 地域交通の拡充



25

2025年度市予算案の特徴 地域交通の拡充
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2025年度市予算案の特徴 がん対策 全体像
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2025年度市予算案の特徴 がん対策 新年度新規・拡充
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2025年度市予算案の特徴 環境・リサイクル分野
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2025年度市予算案の特徴 脱炭素・再エネ・省エネ分野
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2025年度市予算案の特徴 その他 拡充された事業例

〇敬老パスの一部地域交通適用、75歳以上免許返納者3年間無料
137億7500万円 （6億9500万円増）

〇帯状疱疹ワクチン予防接種事業 5億8400万円 新規
予防接種法に基づき、対象者のワクチン接種費用の一部または全額助成接種対象者 65歳及び60歳以上65歳未満で一定の障害を有す
る方※65歳を超える方は、5年間の経過措置として、5歳年齢ごとを対象

〇妊婦健康診査費用助成の拡充 32億3900万円（12億8000万円増） 継続
14回分補助券（計82,700円）に加え、5万円の追加支給（合計132,700円)

〇妊婦のための支援給付 19億4500万円 拡充
給付対象者の拡大（死産・流産を追加）

〇出産費用助成事業 19億1400万円 継続
国における出産育児一時金（50万円）に加え、上限9万円を追加支給 対象人数 23,492人（R6：24,775人）

〇学童保育 400億3700万円 （4億2500万円増）
平日の長時間開所加算補助の要件緩和 学習用タブレット端末接続用の通信環境費用等補助の創設

〇不登校児童生徒支援 10億8900万円 （3億8000万円増）
①校内ハートフル事業 146校（R6：80校→6年9月以降：146校）、②ハートフルスペース上大岡の再編整備、③ハートフルスペース
の学習機能拡充

〇補聴器購入助成 800万円 新規
認知症リスク低減を目指した補聴器購入助成モデル実施（上限2万円）50歳以上の市民税非課税世帯で軽度・中程度難聴者の方対象
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2025年度市予算案の特徴 その他 拡充された事業例

〇敬老パスの一部地域交通適用、75歳以上免許返納者3年間無料
137億7500万円 （6億9500万円増）
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2025年度市予算案の特徴 その他 拡充された事業例

〇敬老パスの一部地域交通適用、75歳以上免許返納者3年間無料
137億7500万円 （6億9500万円増）
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2025年度市予算案の特徴 その他 拡充された事業例

〇帯状疱疹ワクチン予防接種事業 5億8400万円 新規
予防接種法に基づき、対象者のワクチン接種費用の一部または全額助成接種対象者 65歳及び60歳以上65歳未満で一定の障害を有す
る方※65歳を超える方は、5年間の経過措置として、5歳年齢ごとを対象
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2025年度市予算案の特徴 その他 拡充された事業例

〇補聴器購入助成 800万円 新規

認知症のリスク因子の一つである難聴は、早期に発見・介入を行

うことが重要です。

難聴を有する方が補聴器を積極的に使用することで、認知症リス

クの低減を目指し、50歳以上の市民税非課税世帯で軽度・中等度難

聴の方を対象とした補聴器購入費助成のモデル事業を実施します。

また、利用者へはアンケートを実施し、補聴器使用効果を測定しま

す。

（補助額 上限2万円）
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2025年度市予算案の特徴 問題だと考えている事業・施策①

企業立地促進条例による助成事業 52億1000万円 （8億4200万円増
認定企業へ助成金の交付及び法人市民税の軽減を実施

ＭＩＣＥ誘致・開催支援事業 3億5800万円 （1億1800円増）
ＭＩＣＥ誘致・開催支援や、アフターコンベンションの充実に向けた取組をにパシフィコ横浜における車両待機所
不足解消に向けた臨港パーク管理用通路拡幅工事の実施

学習支援システム運用事業 2億5300万円 新規
児童生徒の学びに関する教育のビッグデータを収集分析し、可視化するための学習支援システムの保守運用 [新]
オンラインによる学習の機能充実に向けた検討

英語教育推進事業 21億3900万円 （3億100万円増）
英語検定事業の実施（対象：中3）、はまっこ留学体験 40名（前年同）[拡]①小学校での英語指導助手（AET）増員及びオンライン活
用 AET配置 385名（R6：345名）、②国際交流を目的としたYokohama English Quest600名（R6：200名）

中学校給食事業費 69億4800万円 （17億円9800万円）
①想定喫食率の向上 喫食率60％（R6：46％）、②ランチボックス等の備品整備、③配膳室整備

東高島駅北地区土地区画整理事業 20億3000万円 （9億7000万円増）
別途東高島駅北地区埋立事業 2億1000円 1億3000万円増 9年度完了予定※市街地開発事業費会計で実施

横浜国際プール再整備事業 5000万円 4000万円増
再整備に向けた事業者公募準備のためのアドバイザリー業務委託等
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2025年度市予算案の特徴 問題だと考えている事業・施策②

旧上瀬谷通信施設地区土地区画整理事業 287億4800万円 37億200万円増
【基盤整備工事の進捗による増】道路・調整池工事等 ※市街地開発事業費会計で実施※6年度2月補正:272百万円

GREEN×EXPO広報・推進活動事業 8億7100万円 （5億2200万円増）
博覧会協会と連携した、活動の輪の拡大に向けた総合的な取組
[新]①Urban GX Village設置に向けた検討、②ボランティアセンターの立ち上げ及び市民参加プログラム企画検討等

GREEN×EXPO会場建設等事業 92億1600万円 （46億5400万円増）
GREEN×EXPO 2027の開催に向けた会場建設費補助等及び企業版ふるさと納税等を活用した補助
本市負担分 3,692百万円、企業版ふるさと納税等の民間負担分 5,524百万円

インターチェンジ整備事業 2億6200万円 （1億1200万円増）
東名高速道路と直結し、災害時にも有効な新たなインターチェンジを整備 7年度都市計画手続等の深度化

関内駅前地区市街地再開発事業 51億3300万円 （46億2600万円増）
11年度完了予定 ※市街地開発事業費会計で実施

関内・関外地区活性化推進・整備 6億9600万円 （4億1200円減）
都整みなと大通りデッキ整備工事（7年度供用開始予定）、みなと大通り及び横浜文化体育館周辺道路の再整備工事
等 [新]①関内駅南口駅舎改良に向けた調査・検討、②新港８号線道路整備

ふるさと納税等推進事業 17億500万円 （9億5000万円）
【個人版ふるさと納税における寄附受入強化による増】ふるさと納税寄附者に対する返礼品の提供、広報・PR、
ポータルサイトの運用等[拡]横浜らしい返礼品の拡充、WEBマーケティングによる広報強化
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直面している重大課題に対して

打ってる施策
あたってる？
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移動…バス減便

教育…不登校 教員未配置

保育…保育士不足

介護…なり手不足

医療…赤字経営

老朽化…公共施設

横浜市が
抱えている問題

直面している重大課題に対して
打ってる施策あたってる？
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